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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
がん医療ネットワークナビゲーターによるがん医療情報提供強化プロジェクト：情報が確

実に手元に届く地域連携モデルの構築」に関する研究 
 

研究分担者：片渕 秀隆 熊本大学大学院生命科学研究部/産科婦人科学分野 教授 
 
研究要旨 
本研究の目的は、平成 26 年度から 28 年度までの 3 年間で、熊本、福岡、群馬の３

県で「がん医療ネットワークナビゲーター」の養成を試み、その実効性を評価すること
にある。初年度（平成 26 年度）には、「がん医療ネットワークナビゲーター」を養成す
るための教育プログラムを確立し、平成 27 年度には、これらの教育プログラムを実稼
働させた。最終年度となる今年度は、「がん医療ネットワークナビゲーター」の養成を
継続して資格認定を行い、養成プログラムの実効性を評価、内容を改善するとともに、
資格取得者を、熊本、福岡、群馬の３地域に実際に配置してモデル事業を展開、その効
果と発展性、課題を検証し、研究を総括した。研究分担者としてこれらすべての立案・
実施に参画するとともに、熊本における養成プログラムの企画、運営を担当した。 
基盤知識習得のためのプログラムとして、１）10 月 20，21 日教育研修セミナー（A

セッション, パシフィコ横浜）２）10 月 22 日コミュニケーションスキルセミナー（B
セッション，パシフィコ横浜）３）e-ラーニング（平成 28 年 3 月 31 日現在 受講者
計 172 名）、４）10 月 22 日がん医療ネットワークナビゲーターの誕生と今後の展望
（パシフィコ横浜）を行った。熊本県では、平成 28 年 4 月 14 日に始まる大震災の被
害で、熊本市を中心とする医療機能の復旧が最優先事項となったが、平成 29 年 3 月 31
日時点で、初回認定者 6 名を輩出、また、実地研修中 6 名となっている。平成 29 年 3
月 31 日時点で、A セッション修了者計 280 名，B セッション修了者計 27 名，e-ラー
ニング受講者計 38 名と、着実に資格認定者の増加が見込まれ、各地区（熊本）のナビ
ゲーターの公表、地域のリソース資料（ハンドブック、講演会や催事等の案内）のナビ
ゲーターへの配布（メーリング）、ナビゲーター、指導責任者、相談員［希望者］によ
る交流会・スクーリング等を計画中である。 
また、これら教育プログラムの実施とともに、受講者、指導者のアンケート等による

その効果と発展性、課題の検証を並行し、今後、事業を全国へと拡大するために、１）
認定制度を２段階制とし、現プログラム修了者を「がん医療ネットワークナビゲーター」
の指導者(上級認定)とし、適切な相談者へつなぐことに限定した役割を果たす人材（一
般認定）の研修負担を軽減する教育プログラムを作成する、２）A セッションの e-ラー
ニング化、３）実地研修の内容の見直し等、を含む規則改訂の方針を決定した。 
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研究協力者 
 相羽 惠介(東京慈恵会医科大学/内科
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 境   健爾（熊本医療センター/腫瘍
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長） 

 
Ａ．研究目的 
本研究では、がん診療連携機能の強化を

大目的とし、地域がん医療ネットワークに
精通した「がん医療ネットワークナビゲー
ター」の養成を試み、これを地域ネットワ
ーク内に配置・機能させて情報提供の強化
モデル事業を展開して、がん医療とその日
常生活に必要な情報をすべての患者に確実
に伝える仕組みの構築を目指す。 
研究分担者として、すべての事業に参画

し、企画立案・運営に携わり、がん医療ネ
ットワークナビゲーターの養成プログラム
を確立するとともに、熊本でのモデル事業
を推進する。 
【年次到達目標】 
初年度（平成 26 年度）に、①基盤知識

習のための e-ラーニング、②コミュニケー
ションスキル習得研修、③都道府県や地域
のがん診療・医療サービス情報、患者支援
組織、ピアサポートなどの医療サポート情
報、生活支援サービス情報などの収集・提
供実地研修からなる「がん医療ネットワー
クナビゲーター」の教育システムを確立
し、平成 27 年度は、研修実施施設である
がん診療拠点病院との連携を深め、本制度
への理解と協力を得て、教育プログラムを
評価・改善、最終年度は、「がん医療ネッ

トワークナビゲーター」を、がん年齢調整
死亡率の低い（熊本）、高い（福岡）、中間
の（群馬）３地域に配置してモデル事業を
展開、その効果と発展性、課題を検証し
て、研究を総括する。 
 
B. 研究方法 
本研究は、がん医療ネットワークナビゲ

ーターの、1)教育プログラムの確定とその
遂行のための基盤整備, 2) 教育の実践と資
格認定，及び 3)資格認定者の現場配置に
よるモデル事業の実施と有用性評価、の３
ステップからなる。平成 26 年度には、が
ん医療ネットワークナビゲーター制度規則
を制定し、➀e-ラーニング・コンテンツの
確定と収録、②教育研修セミナーの要綱の
確定と実施、③コミニュケーションスキル
習得研修の要綱作成と実施、④実地研修要
綱の作成と、育成プログラムを確定し、教
育ツール、研修、実習受け入れなどの準備
を終了して募集を開始する。平成 27 年度
には、これらの教育プログラムを実稼働さ
せ、本モデル事業の実効性評価を行うため
の評価委員会を立ち上げる。最終年度（平
成 28 年度）には、教育プログラムを終了
したものから順次これを認定し、実際に、
がん年齢調整死亡率の低い（熊本）、高い
（福岡）、中間（群馬）の３地域に「がん
医療ネットワークナビゲーター」を配置し
て情報提供強化モデル事業を展開、効果、
発展性、課題を検証して研究を総括する。 
 
最終年度となる本年度（平成 28 年度）

には、平成 26 年度のがん医療ネットワー
クナビゲーター養成の基盤整備、平成 27
年度のがん医療ネットワークナビゲーター
の養成制度の実稼働を受けて、がん医療ネ
ットワークナビゲーターの現場配置による
モデル事業の実施と実効性評価、全国展開
へ向けての制度の改良を行う。 
すなわち、「がん医療ネットワークナビゲ
ーター」を、がん年齢調整死亡率の低い
（熊本）、高い（福岡）、中間の（群馬）３
地域に実際に配して（ネットワーク形成施
設所属の有資格者を選び、連絡先を明示し
てナビゲーターとして機能させる）、地域
がん医療ネットワーク情報提供強化モデル
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事業を展開（熊本：片淵/研究分担者；福
岡：調/研究分担者，群馬：桑野/研究分担
者）、研究代表者 西山が全研究分担者と
ともに、ナビゲーター及び施設・機関の利
用者数、受療内容統計などの数値統計や患
者・患者家族、医療施設・機関アンケート
などにより、その効果と発展性、課題につ
いて明らかにし、研究を総括する。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、人材養成と医療情報の提供体

制の確立を目的とした研究で介入試験を伴
わない。ただし、モデル事業における評価
は疫学研究の対象になるとも考えられ、
「疫学研究に関する倫理指針」を遵守して
これを行う。また、現在、疫学研究と臨床
研究に関する倫理指針の見直しが進められ
ていることから、「臨床研究に関する倫理
指針」、「人を対象とする医学系研究に関す
る倫理指針（平成 27 年 4 月 1 日施行予
定）」にも配慮して研究を進める。 
モデル事業の評価を行う際には、研究対

象者に対する個人情報の管理、人権擁護上
の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同
意（インフォームド・コンセント）への対
応を含めた研究計画について、全施設の関
連倫理審査委員会に申請して審査を受け
る。臨床試験でないためにモニタリング・
監査に関する特別な体制は構築しないが、
研究代表者、分担者は、研究の適正性及び
信頼性を確保するために必要な情報を収集
して、研究参加機関の長にこれを報告し、
依頼を受けた倫理審査委員会の審査を受
け、研究参加機関の長の指示・決定に従っ
て研究を行う。 
 

C. 研究結果 
最終年度となる平成 28 年度は、計画通

り、初回認定者を実際に配置して事業を展
開するとともに、実地研修を含めた教育プ
ログラムを継続して、その効果と発展性、
課題を検証した。また、検証結果をもとに
全国展開を可能とすべく、がん医療ネット
ワークナビゲーター制度を改良した 
基盤知識習得のためのプログラムとし

て、１）教育研修セミナー（A セッション）
を横浜で開催（平成 28 年 10 月 20, 21 日 
参加者計 34 名：免除者 6 名を含め計 814

名）、２）e-ラーニングを継続（平成 29 年
3 月 31 日現在 受講者計 181 名）、３）コ
ミュニケーションスキル研修（B セッショ
ン）を平成 28 年 10 月 22 日に横浜で開催
（参加者 19 名 免除者 4 名を含め受講者
計 104 名）した。実地研修については、４）
計 51 施設を実地研修施設に認定し、計 32
名が研修を行っている。このうちすべての
プログラムを修了し、認定の申請に至った
もの計 15 名、そのうち 4 名を「がん医療
ネットワークナビゲーター」として初回認
定した（平成 29 年 3 月 31 日現在）。認定
審査は定期的に行っており、認定者は着実
に増加している（平成 29 年 4 月 30 日現
在，申請者 18 名，認定者 15 名）。 
熊本県では、平成 28 年 4 月 14 日に始

まる大震災の被害で、熊本市を中心とする
医療機能の復旧が優先事項となったが、地
震後、実地研修希望者の動向を確認したと
ころ、実地研修の希望を持ち続けておら
れ、病院機能が回復するまで待機するとの
意志を確認した。このことから、実地研修
施設に、実地研修受け入れ状況のアンケー
ト調査をおこなったところ受け入れ可能で
あることが確認され、養成プログラムを可
及的速やかに再開した。 
                    
 
【実地研修施設へのアンケート】 
がん医療ネットワークナビゲーター 
熊本県実地研修施設研修責任者の皆様へ 
 
熊本震災が発災し２ヶ月近くが経過しよ

うとしています。皆様には発災から現在ま
で大変な日々をお過ごしのこととお見舞い
申し上げます。 
さて、がん医療ネットワークナビゲータ

ーの育成には日頃よりご理解ご協力を頂き
まして心より感謝申し上げます。４月から
実地研修を各施設で行っていただく予定で
したが、今回の震災により見直しが必要と
なりました。 
熊本県の実地研修希望者の方は６月６日

現在６名の方がおられます。研修生の方に
は学会事務局からお尋ねのメールをいたし
ましたところ、熊本での実地研修が可能と
なるまでお待ちいただけるとのことでし
た。 
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そこで、熊本での実地研修の早期実地に
向け、皆様へお尋ねとご提案をさせていた
だきたいと存じます。 
 
実地研修要綱（改訂）ポイントは以下の

通りです。 
1. 実地研修期間は制限を設けない。求め

られる全ての項目の研修を完了するま
での期間とする。 

2. 実地研修開始時に、研修プランの確
認、説明、注意事項施設等のオリエン
テーションを設けることが望ましい。 

3. 10 項目の SBO を見聞、実地する。研
修生の技量に応じて見聞のみでも可
能。 

4. 10 症例の相談シートを記入し、そのう
ち 2 症例のレポートを作成する。 

5. 外来診療 緩和外来 緩和ケア回診 
キャンサーボードの見聞は必須。可能
なら退院時共同カンファレンスの見聞
も望まれる。 

6. 各研修施設単独での研修が困難な場合
は、研修施設間の協力を得てプログラ
ムを作成してもよい。 

 
＊実地研修施設の位置付けは、将来ナビゲ
ーターが誕生した際には、そのナビゲータ
ーが一番密接に関係する施設となります 
＊現在判明しております実際の研修生の実
地研修希望施設には個別に人数をご連絡い
たします。 
 
1. お尋ね 
各施設の現在の受け入れ状況をお尋ねい

たします。第６項に御座いますように各施
設単独での研修が困難な場合の項目を柔軟
に運用し、余力のある施設のご協力をいた
だき実地研修が終了できればと考えており
ます。 
そこで以下の受け入れ状況の設問にお答
えください。◯ ×でお答えください 
 
実地研修の受け入れ体制 
・ 実地研修の受け入れは自施設で全て可

能 
・ 実地研修の受け入れは他施設の支援を

受ければ可能  
・ 実地研修の受け入れは困難 

・ 他施設での実地研修の研修生の支援は
可能 

・ 他施設での実地研修の研修生の支援は
困難  
他施設の支援を受ければ研修の受け入れ

が可能な施設と、他施設での実地研修の研
修生の支援が可能な施設は、以下の設問に
お答えください。 
 
受け入れられる実地研修内容 
 相談症例１０症例全て  
 相談症例の一部  
 相談症例は困難  
 レポート作成２症例全て  
 レポート作成の一部  
 レポート作成は困難  
 外来診療の見聞  
 緩和外来の見聞  
 緩和回診の見聞  
 キャンサーボードの見聞  
 退院時共同カンファレンスの見聞 

（必須項目ではありません）  
 研修開始時のオリエンテーション 

（将来ナビゲーターが活動される時と
場所の確認も含まれます）  

＊複数の施設で研修を行う研修生には、各
施設毎に「秘密保持誓約書」「研修同意
書」を提出していただきます。 
＊研修生の実地研修の評価は支援施設から
の情報をもとに実地研修施設の指導責任者
に行っていただき、学会への報告をしてい
ただきます。 
例：A 施設で実地研修を行う研修者の評

価は、支援施設 B 施設からの情報を参考に
A 施設の指導責任者が行い学会へ報告す
る。 
＊研修生の最終的な認定は「日本癌治療学
会」が行いますので、各指導責任者が個々
の研修生に対して認定の合否についてお話
しされる必要はございません。  
その他、各施設からのお尋ねが御座いま

したら以下に記載をお願い申し上げます。 
 
２ ご提案 
上記のお尋ねをもとに、研修生と調整の

上、各施設に実地研修の受け入れのご依頼
をお願いできればと考えております。 
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熊本県では、平成 28 年 4 月 14 日に始
まる大震災の被害で、熊本市を中心とする
医療機能の復旧が最優先事項となったが、
資格認定者 6 名を輩出、また、実地研修中
6 名となっている（平成 29 年 3 月 31 日時
点）。3 年間を通じ、A セッション修了者計
280 名，B セッション修了者計 27 名，e-
ラーニング受講者計 38 名と、今後も着実
に資格認定者の増加が見込まれる。 
教育プログラムの実施と並行し、受講

者、指導者のアンケートを含め、その効果
と発展性、課題の検証を行った。現在まで
に、１）認定制度を２段階制として、現プ
ログラム修了者を「がん医療ネットワーク
ナビゲーター」の指導者(上級認定)とし、
適切な相談者へつなぐことに限定した役割
を果たす人材（一般認定）の研修負担を軽
減する教育プログラムを作成する、２）A
セッションの e-ラーニング化、３）実地研
修の内容の見直し等、改良点、及びその対
応策を明らかにして、規則の改訂を行い、
今後、事業の全国への拡大展開を決定し
た。 
詳細は研究代表者総括報告に譲る。 

 
D. 考察 
確実に国民の手元に届くがん医療情報の

提供システムの確立は、「がんになっても
安心して暮らせる社会」を実現するために
必須の要素であり、がん患者が強く望む危
急的課題である。地域がん医療の水先案内
人ともいえる「がん医療ネットワークナビ
ゲーター」制度の立案・実施に関わってき
たが、当該制度への想像以上に大きな期待
が寄せられていることが実感された。 
熊本地震後のアンケートでも、研修志望

者が実地研修の希望を持ち続けておられ、
病院機能が回復するまで待機するとの意志
を確認された。また、これを受ける実地研
修施設からも医療機能の回復に賢明な状況
下にもかかわらず 受け入れの意志が示さ
れた。こうした中で、平成 29 年 3 月 31
日時点で、資格認定者 6 名を輩出、また、
実地研修中が 6 名おり、3 年間を通じ、A
セッション修了者計 280 名，B セッション
修了者計 27 名，e-ラーニング受講者計 38 
名（平成 29 年 3 月 31 日時点）と、今後
も着実に資格認定者の増加が見込まれてい

ることは、その期待の表れといえ、研修
者、研究関係者の熱意に頭が下がる思いで
ある。 
本研究はおおむね順調に進んできたが、

一方で、担当する熊本震災の影響によら
ず、依然、がん医療ネットワークに属する
にはどうすればよいか等々の認定資格条件
についての質問も多く、この点、制度への
フィードバックが必要と考えられた。がん
相談支援員との違いが不明確であるとの指
摘も続いており、身近にいて、がん医療ネ
ットワークを「つなぐ」正確な情報提供者
としての役割、がん診療連携拠点病院外に
いてがん相談支援員と協力して、情報の補
完をする人材としての明確な広報が必要と
考えられた。 
実地研修にも、多くの課題があり、ここ

での調整に時間を要した。国立大学法人で
は見学と研修との間に経費負担や内容の制
限等明確な障害があり、また、施設内での
認知度が低く相互に戸惑い、がん相談、患
者の同意の取得、実習日程の調整、電話相
談に対する取り組みにも支障が生じた。  
このため、研究期間内に認定にまで至っ

た人数は当初の予想を大きく下回ったが、
このことは、“適切な相談施設・人材への
繋ぎ”を主目的とするがん医療ネットワー
クナビゲーターが本来必要とすべき研修内
容を根本から見直すきっかけを与え、その
修練の程度に応じ、認定制度を２段階制と
して、現プログラム修了者を「がん医療ネ
ットワークナビゲーター」の指導者(上級
認定)とし、適切な相談者へつなぐことに
限定した役割を果たす人材（一般認定）の
研修負担を軽減する教育プログラムを作成
するに至った。 
この改変により、がん医療ネットワーク

ナビゲーターが順調にその数を増やすこと
が期待でき、目的達成のための最大の広報
ともなると考えられる。 
また、本養成制度の当初からの課題に、

どこにいてどのようなインセンティブを与
えるのか、という点があった。この点につ
いても、製剤薬局の薬剤師等が、そのサー
ビスの一環として本制度への参画を検討中
であるなど、広がりを見せつつある。群馬
モデルとして独自に動き始めた医師事務作



19 
 

業補助者養成との並行も今後の展開が期待
できるアプローチと考えらえる。 
本研究事業は 3 年の期間を経て終了する

が、全国展開へと養成事業を継続して発展
させることを決定した。医療、介護、住ま
い、予防、生活支援サービスが身近な地域
で包括される「地域包括ケアシステム」の
確立に大きく寄与するとともに、がん患者
の診療と社会生活に関わる様々な情報を確
実に伝える仕組みの確立によって「がん対
策推進基本計画」の推進、設定目標実現の
促進に貢献すると考えられる。 
 

E. 結論 
平成 28 年度は 3 年計画の最終年度であ

り、初回認定者を実際に配置して事業を展
開するとともに、実地研修を含めた教育プ
ログラムを継続して、その効果と発展性、
課題を検証した。初回認定者は 4 名のみで
あったが、順調に増加しつつある。ファシ
リテーターの数に限りがあることから、B 
セッションが律速段階となると予想された
が、実地研修でも様々な課題が明らかとな
った。しかしながら、こうした制度の検証
により、認定制度を２段階制とするなどの
改革案が生まれ、モデル事業の開始（取得
資格者の配置）により、相談件数の増加な
どの効果も見え始めた。制度の改良、教育
プログラムの見直しを経て、日本癌治療学
会の認定資格制度として全国展開すること
が決定されており、情報提供体制強化を通
じて本邦のがんの医療とケアの質の向上に
大きな推進力を有するものと期待される。 
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